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研究成果の概要（和文）：日本経済の停滞，貧困と社会的排除の広がりが，「男性稼ぎ主」型の
生活保障システムの行き詰まりによるものであることを，国際比較分析により明らかにし、経
済・社会の閉塞状況から脱却するうえでの方策を示唆した．さらに，日本やアメリカの生活保
障システムの機能不全ないし逆機能が，世界的な経済危機を招いたことを探り当てた．これは，
最近注目されているグローバル社会政策論にたいしても，新たな視角を提示するものである． 

 

 

研究成果の概要（英文）：This study clarified through comparative gender analysis that the 

stagnation of economy and the spread of poverty and social exclusion in Japan were caused 

by its livelihood security system, which is most strongly “male breadwinner” oriented 

among major countries, and has reached an impasse. It has also been found that 

dysfunction or reverse function of livelihood security systems in Japan and the United 

States are in the background of the current financial and economic crisis. This study offers 

implications for policy formation to combat economic and societal deterioration, and a new 

perspective to recently developing studies of global social policy.  
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１．研究開始当初の背景 
(1) 1980 年代後半以降，とくに冷戦終焉後
に，福祉レジーム類型論や「多様な資本主義」
論が盛んになり，欧米社会の分析とその政策

的インプリケーションにおいて一定の成果
あげてきた．しかしそれらの研究では，日本
は諸類型の“ハイブリッド”や“例外”とし
て片付けられがちだった．ようするに，ユー
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ロセントリック（欧州中心的）なレジーム論
の限界が露呈していたのであり，そうした限
界を意識して，日本を立脚点とする有力なレ
ジーム論も登場した．しかし，これらはジェ
ンダーの側面に正当な注意を払わないため
に，誤解を招く記述を行っていた．他方で，
ジェンダー視点を組み込んだ比較社会政策
研究は 1990 年代後半から進展してきたが，
日本を対象に含めるものは稀だった． 
 

(2)これにたいして研究代表者の著作は，従来

の福祉国家や福祉レジームに代えて，「生活保

障システム」を比較考察の対象に据え，生活

保障システムの機能不全ないし逆機能のアウ

トカムとして，「社会的排除」の概念を取り入

れており，日本に焦点を当てる比較分析とし

て，国際的に注目されてきた． 
 
(3) 生活が持続的に保障され社会参加の機
会が確保されるためには，家族や企業，およ
びコミュニティや NPO などの制度・慣行が，
政府の社会・経済政策と好適に接合する必要
がある．本研究ではその全体を生活保障シス
テムと呼ぶ．政府の社会経済政策としては，
社会保険と公的扶助からなる社会保障とと
もに税制（以上が所得移転とも呼ばれる），
保育や教育，保健・介護といった社会サービ
ス，そして雇用政策や労働市場の規制を視野
に入れる．しかも本研究は，生活保障に寄与
する制度・慣行として，社会的経済ないしサ
ードセクターを明示的に組み込む．社会的経
済を位置づけていない点は，福祉レジーム論
の第一人者である Esping-Andersenの類型論
の顕著な欠陥の 1つとされており，本研究は
その弱点を克服しようとした． 
 
(5) 社会的経済の研究では，ジョンズ・ホ
プキンス大学の NPOセクター比較プロジェク
トが，福祉レジームと NPOセクターの関連を
4 類型に分類したことが注目された．しかし，
同プロジェクトには，協同組合や共済組合を
NPO セクターに含めないという重大な限定が
あり，ヨーロッパの研究プロジェクトでは別
の類型論が提案された．ところが，ヨーロッ
パでの類型化は数量的なデータを示さず，ま
た日本はじめアジア諸国を含めていない．
NPO や協同組合の役割は，先進国に劣らず後
発国で注目されるべきである． 
本研究は，日本を含めて社会的経済を数量

的に把握し，ジェンダー視角による生活保障
システムの類型論を補強するという課題を
打ち出した． 
 
２．研究の目的 
本研究は，生活保障システムと社会的排除

というアプローチをつうじて，日本，ドイツ，
スウェーデン，韓国を対象として，比較ジェ

ンダー分析を行う．20世紀の第 4四半期以来，
経済が一段とグローバル化し，先進工業諸国
を中心にポスト工業化が進行するもとで，従
来の福祉国家を基軸とする生活保障システ
ムは手詰まりに陥ってきた．福祉国家が新し
い社会的リスクに対応できず，多くの人々に
とって，生活と社会参加が困難であるという
社会的排除が広範に現れている．本研究は
「多様な資本主義」論が「調整された市場経
済」と特徴づける諸国から，上記 4 か国を対
象として，社会的排除の実相，および排除を
克服するべく生活保障システムに導入され
ている改革の動向を明らかにする． 

 
３．研究の方法 
(1)1980 年代の実態にもとづき，生活保障シ
ステムの類型を，「男性稼ぎ主」型，両立支
援型，市場志向型の 3つに設定する．福祉レ
ジーム論の第一人者である Esping-Andersen
は，ポスト工業化への対応に最も明白にいき
詰まっているのは「男性稼ぎ主」型であると
いう旨を指摘した（Esping-Andersen の用語
では保守主義的レジーム）．いわく，ポスト
工業化ないし知識経済化の段階の経済と社
会にとっては，労働市場と家族の柔軟化が必
要になる．しかし，「男性稼ぎ主」型の対応
では，壮年男性の雇用を保護するために，若
年層と女性の就業機会を狭め，中高年層を労
働市場から早期に退出させようとした（労働
市場の柔軟化に抵抗）．そのため，家族はあ
いかわらず男性稼ぎ主の収入に依存せざる
をえない（家族の柔軟化に抵抗）．結果とし
て，税と社会保険料を負担するベースである
フルタイム雇用者が減尐し，彼らの 1人あた
りの税・社会保険料の負担が高まる．すると
社会保険料の事業主負担を回避しようとす
る雇用主は，フルタイム労働者の追加的な雇
い入れをますます渋る，という悪循環になる．
このモデルではまた，極度の出生率低下が見
られる，という． 

若者と女性が労働市場の内外に排除され，
社会保険料負担を回避するための排除も顕
著だというのである．同時に，仕事と家族生
活の調和や育児介護のニーズなどへの対処
も後手に回りがちであり，それが尐子化を促
迫してきたと考えられる． 

 
(2)Esping-Andersen は日本の福祉レジーム
について，保守主義と自由主義のハイブリッ
ドとみなしたが，本研究のように生活保障シ
ステムとして捉えて 3 類型を設定すると，日
本は最も強固な「男性稼ぎ主」型であること
が明らかとなる．本研究では，経済グローバ
ル化と知識経済化のもとで，各類型に生じた
社会的排除／包摂の諸相を明らかにする． 
 
(3)家族家庭，雇用就業，労働市場規制，社



 

 

会保障・税制，社会的経済という 5 つの領域
にかんして具体的に調査項目を立てる．その
項目について，尐なくとも２か国の比較分析
を担当できる各国の研究者の協力を得て，
1980 年代以降の状態を把握する．協力者は，
カレン・シャイア デュースブルグ大学教授，
カリン・ゴットシャル ブレーメン大学教授，
マルガリータ・エステベス・アベ シュラキ
ュース大学准教授，宮本太郎・北海道大学大
学院法学研究科教授，白波瀬佐和子・東京大
学大学院人文社会系研究科准教授，金英・韓
国釜山国立大学教授，相馬直子・横浜国立大
学経済学部准教授． 
 
(4)とくに社会的経済にかんしては，（財）生
協総合研究所を事務局とする社会的経済タ
スクフォースを結成して，国際協同組合連盟
ICA，公共的社会的協同的経済にかんする国
際研究情報センターCIRIEC 等のデータを収
集するとともに，イギリスおよびイタリアで
現地聞き取り調査をおこなう．タスクフォー
スは，福士正博東京経済大学教授，田中夏子
都留文科大学教授，今井貴子成蹊大学助教，
栗本昭生協総合研究所主任研究員，山口浩平
生協総合研究所研究員，櫻井勇 JA 総合研究
所研究員，米澤旦東京大学大学院博士課程． 
 
(5)年 1 回程度の全体会合を行い，集中研究
会と調査活動の調整を行う．その際，可能な
限り学会等で分科会を開催し，研究枠組や中
間的成果について発表してグループ外部か
らのインプットを得るようにする． 
 
４．研究成果 
(1)日本経済の停滞，貧困と社会的排除の広
がりが，「男性稼ぎ主」型の生活保障システ
ムの行き詰まりによるものであることを明
らかにし，脱却への政策的インプリケーショ
ンを示した． 
  
(2)日本政府は従来，日本社会に貧困が存在
すること自体を認めなかったが，09年 7 月の
平成 21 年版年次経済財政報告に至って，相
対的貧困率やジニ係数の動向とその要因，
税・社会保障制度の再分配効果などを，正面
からとりあげた．同報告によれば，リーマン
ショック後の日本の GDPの減尐が主要先進国
中で最大だったことは，「衝撃的」だった．
それは，自動車や IT 製品に偏っていた輸出
が激減した結果だった．同報告は，賃金・所
得の格差や再分配効果の分析の結果，日本の
税・社会保障制度の再分配効果が OECD 諸国
でも低いと認めた．そして，つぎのように政
策的インプリケーションを述べている．「公
的年金中心の現行の再分配制度は，現役世代
の格差是正という観点からは限界があると
いえよう」，「社会保障制度に対する国民の信

頼感を高めていくことが，過剰な貯蓄を削減
し，個人消費の下支えに資するものと期待さ
れる」，と． 

これは本研究の主要な論点と重なる．本研
究は，世界的な危機の淵源が日本やアメリカ
（および中国）の生活保障システムにあるこ
とを探り当て，一国の生活保障システムの機
能不全ないし逆機能が，グローバルなインパ
クトをもつことを指摘した（業績 論文①，
②など）．これは，最近注目されているグロ
ーバル社会政策論にたいしても，新たな視角
を提示するものである． 
 
(3) 経済財政報告が控えめな表現で述べた
点は，OECDのデータで確認することができる．
OECD30 か国の 2000 年代半ばの相対的貧困率
では，全人口で，メキシコ，トルコ，アメリ
カについで，日本が第 4位，それに続くのが，
アイルランド，ポーランド，韓国，スペイン，
ポルトガル，ギリシアである．世帯主が労働
年齢（18 歳－64 歳）の世帯人口では，メキ
シコ，トルコ，ポーランド，アメリカ，カナ
ダについで，日本が第６位，世帯主が引退年
齢の世帯人口では，韓国，オーストラリア，
スペイン，アイルランド，アメリカ，メキシ
コについで，日本が第 7位だった．高齢者の
貧困率で日本に肉薄しているのは，ギリシア
とポルトガルである．2000 年前後も 2000 年
代半ばも，日本は相対的貧困率で OECD のワ
ーストクラスにあるといえる． 

市場所得レベルの相対的貧困率と可処分
所得レベルの相対的貧困率の差の，市場所得
レベルの数値にたいする比率は，（税・社会
保障制度の）貧困削減インパクトと呼ばれる．
世帯主が労働年齢の世帯人口について見る
と，日本の貧困削減インパクトは 10％足らず
で OECD28 か国のなかで最低である．それだ
けではない．格差是正に「限界がある」（経
済財政報告）どころではなく，日本でのみ，
成人全員が就業している世帯について貧困
削減インパクトがマイナスとなる．つまり日
本では，共稼ぎ世帯や就業する 1人親の世帯，
単身就業者では，税・社会保障による再分配
前よりも，再分配後のほうが，相対的貧困率
が高くなるのである． 

相対的貧困率が高かったり，税･社会保障
制度の貧困削減インパクトが低いのは，「福
祉政府」が小さいためではない．別の OECD
データで，05 年について公的社会支出の対
GDP 比という意味で「福祉政府」の規模を比
べると，ギリシアやイタリアでは 20.5％，
25％と，OECD30か国平均の 20.6にたいして，
けっして小さい福祉政府ではない．日本は
18.6％，アメリカは 15.9％であり，主要国で
は最も小さい福祉政府をもつといえる． 

また，経済財政報告が言及した「公的年金
中心の再分配制度」を「年金政府」と見立て



 

 

て，その規模を見よう．老齢年金と遺族年金
の給付費合計の対ＧＤＰ比を比べると，イタ
リアは 14.0％で 30 か国のトップ，オースト
リア（12.6％），フランス（12.4％）がこれ
につづき，ギリシアは 11.5％で，ドイツの
11.4％よりも大きい．30か国平均の 7.2％に
たいして，日本は 8.7％であり，年金政府の
規模では中の上といえる． 
さらに，公的社会支出に占める年金給付費

の比率によって年金政府の規模を比べると，
トルコ，イタリア，ギリシア，ポーランドが
55％を越え，ついで日本の 47％，オーストリ
アの 46％，ポルトガルの 44％，ドイツの 43％，
フランスの 42％などとなる．イタリア，ギリ
シアは，中規模の福祉政府で最も大きな年金
政府をもち，日本は小さな福祉政府ながら，
年金政府の規模ではトップクラスに準じて
いる． 
日本とギリシアは，大きな年金政府であっ

ても，高齢者の相対的貧困率も高いほうであ
ることに注意が必要である．これらは「男性
稼ぎ主」型の生活保障システムの特徴である．
ギリシアの累積財政赤字が発端となってユ
ーロ危機が懸念されていることは，生活保障
システムの破綻の帰結でもある． 
他方で，相対的貧困率を低く抑えている諸

国は，デンマーク，スウェーデン，チェコ，
オーストリア，ノルウェー，フランスなどで
ある．これらのうち北欧諸国は周知のように
大きな福祉政府をもつが，年金政府は対 GDP
比でも日本より小さい．これらの北欧諸国で
際立つのは，保健医療以外の多様な社会サー
ビスにあてられる公的社会支出の大きさで
ある． 

フランスとオーストリアでは年金政府は
大きいものの，労働年齢人口にたいする所得
移転も相対的に大きい．スウェーデンでも，
かつては年金が社会保障給付費の過半を占
めていたが，労働年齢人口への所得移転，お
よびとくに医療以外の社会サービスを充実
して，最近の姿に至った． 
社会的排除と有効に闘い，金融経済危機に

たいして抵抗力をもつためには，年金政府か
ら社会サービス政府へと，福祉政府を「現代
化」する必要があるといえよう．同時に福祉
政府を地方政府により重点を置くものへと
組み替え，住民参加を強めるとともに，社会
的経済等の非営利協同の役割を強化する必
要があることも，ヨーロッパにおける積極的
包摂の取り組みから，示唆される． 
 
(5)本研究が国内外で注目されていることは，
下記のように研究代表者および協力者が，国
内外の主要な学会等に繰り返し招待されて
いることから明らかであろう．研究代表者の
2006 年度中の著作について，2009 年に韓国
語訳が出版されたが（業績 図書③），韓国

語版のために直近のデータを含めて全面的
な改稿をおこなっており，本研究の成果であ
る．この韓国語版は，韓国学術院により優秀
学術図書に選定された． 
 
(6)研究代表者および協力者は，2009 年 2 月
28 日に東京大学で，国際シンポジウム「社会
的排除とジェンダー：北欧型レジームと日独
型レジーム」を主催した．同シンポには，学
内外から約 150 名の参加があり，本研究の中
間的成果をめぐって活発な議論が行われた．
また 2009年 9月 19日にハンザ先端研究所に
て，ブレーメン大学社会政策研究センターと
共催で 国際研究集会“Gender Dynamics in 
Education, Labor Markets and Social 
Policy– Regulation and Outcomes in 
Comparative Perspective”を開催．ドイツ
内外から 30 名が参加し，活発な討論が行な
われた．2010年 3月 6日にソウル大学におい
てソウル大学日本研究所と共催で，国際シン
ポジウム「日韓社会における貧困，不平等，
社会政策：ジェンダーの観点からの比較」を
開催．100 名以上の参加者を得て本研究の意
義が周知された．これらの研究活動の成果を，
有力な英文雑誌に特集として投稿するとい
う公刊計画を決定している．また，研究代表
者の単著２点を，日本語と英語で出版する計
画が進んでいる（内容は異なる）． 
 
(7)社会的経済にかんしては月 1 回のタスク
フォース研究会を 2 年間にわたって開催し，
2009 年 9 月 6 日－17 日にグラスゴー，ロン
ドン，シチリアにてインタビュー調査を実施．
調査研究の成果を 2010 年度中に出版する計
画で，すでに原稿が完成している． 
 

 
５．主な発表論文等 
（研究代表者，研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 
〔雑誌論文〕（計 11 件） 
① OSAWA ， Mari ”Challenges to the 
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